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平成１9年 1月期 第 1四半期財務・業績の概況（連結）    平成 18年５月１日 

 
 

上場会社名 株式会社 やすらぎ              （コ－ド番号：8919名証セントレックス）    
（ＵＲＬ http://www.yasuragi-reform.com ） 
代   表   者  役職名 代表取締役社長 氏名 須田 忠雄 
問合せ先責任者  役職名 取締役経理部長 氏名 舩田 啓 （ＴＥＬ：0277－20－7400） 
 

 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無   ：無 

 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：無 

 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無       ：有 
（内容） 連結（新規）２社（株式会社バンカー、やすらぎ共済株式会社） 

 
２．平成 19年１月期第 1四半期財務・業績の概況（平成 18年 1月 21日～平成 18年 4月 20日） 

(1) 経営成績（連結）の進捗状況 
 

売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期） 
純  利  益 

 
19年 1月期第 1四半期 
18年 1月期第 1四半期 

百万円    ％

16,081   (26.6 )
12,698   (42.5 )

百万円    ％

1,464   (30.2 )
1,124   (14.2 )

百万円    ％ 
1,145   (25.5) 

913   (37.5) 

百万円    ％

546   (12.5)
486   (50.1)

（参考）18年 1月期 66,338 5,963 4,858 2,697 

 
 1株当たり四半期

（当期）純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり四半期
（当期）純利益 

 
19年 1月期第 1四半期 
18年 1月期第 1四半期 

円    銭

26     28 
23     20 

円    銭

26    25  
－     － 

（参考）18年 1月期 129   23   129    18 

 
（注）1. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
   2. 百万円未満の数字は、切り捨て表示をしております。 
   3. 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 
      4. 当第 1四半期の連結財務諸表については、名古屋証券取引所の｢上場有価証券の発行者の 

会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い｣の別添に定められている｢四半期連結財務諸表に

対する意見表明に係る基準｣に基づく清友監査法人の四半期連結財務諸表に対する手続を受け

ております。 
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[経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等] 
当第 1四半期におけるわが国経済は、原油高等による不透明感はあるものの、企業業績の増益や設備投資
の拡大傾向、個人消費の緩やかな回復ならびに雇用環境の好転が見られました。 
当社グループの属する不動産業界に目を向けますと、今年３月に発表された 2006年 1月 1日時点の公示

地価が３大都市圏を中心に上昇に転じている箇所が増えてきており、不動産投資ファンド等による不動産投

資が過熱し、物件取得競争が激しくなっております。当社グループの主要マーケットである地方圏は、公示

地価が 15年連続下落しておりますものの、下げ幅は小さくなってきております。 
このような状況の中、当社グループは、不動産競売市場及び不動産任売市場から仕入れた低価格の住宅に

リフォームを施し、良質廉価な住宅を販売するという独自のビジネスモデルで他社との差別化を図り、お客

様の多様化したニーズを満たすべく、住宅情報館をオープンし、営業企画力・商品力強化のための営業企画

本部を新設いたしました。また、そのビジネスモデルを、地方圏が大都市圏に比べ競合他社が参入しにくく

収益性が高いという点を活かし、「田舎戦略」として引続き展開しております。 
その結果、中古住宅再生事業及び収益物件運営事業ともに、リフォーム等でバリューアップ（味付け、価

値を付加）した物件についてお客様からの信頼、満足を得ることができ、当第 1四半期は 881戸（収益物件
運営事業の 11物件を含む）の販売棟数となりました。（前第 1四半期は 719戸（収益物件運営事業の 9物件
を含む）で 22.5%の増加） 
以上により当第 1四半期の売上高は、 16,081百万円(前年同四半期比 26.6%の増加)、経常利益は、1,145

百万円(前年同四半期比 25.5%の増加)、四半期純利益は、546百万円(前年同四半期比 12.5%の増加)となりま
した。 

 
   
（2）財政状態（連結）の変動状況 

 
総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

 
19年 1月期第 1四半期 
18年 1月期第 1四半期 

百万円

83,746 
     72,190 

百万円

     14,123    
     12,080 

    ％ 

       16.9    
       16.7 

円    銭

678    59 
574    59 

（参考）18年 1月期 78,965 13,678 17.3 657    20 

 
（注）1. 期末発行済株式数    19年 1月期第 1四半期    21,025,000株 

18年 1月期第 1四半期    21,025,000株 
18年 1月期       21,025,000株 

2. 期末自己株式数    19年 1月期第 1四半期     211,490株 
18年 1月期第 1四半期      690株 
18年 1月期          211,490株 

3. 百万円未満の数字は、切り捨て表示をしております。 
 
 
[財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等] 
 当第１四半期の財政状態は、前連結会計年度末と比較して総資産が 4,781 百万円、負債が 4,334     
百万円、株主資本が 445百万円それぞれ増加しました。 
総資産の増加の主なものは、販売用不動産及び仕掛販売用不動産の増加 2,248 百万円、前渡金の増加

932 百万円であります。負債の部の増加の主なものは、借入金（短期及び長期）の純増額 4,857 百万円
であります。株主資本では、当第 1四半期純利益が増加要因であります。 
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３．19年1月期の連結業績予想（平成18年1月21日～平成19年1月20日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 

中間期 

通  期 

百万円

36,100      

80,600      

百万円

2,130      

5,660      

百万円

1,040     

2,780     

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）  133円57銭 

     

    
 
[業績予想に関する定性的情報等] 

   当期（平成 18年 1月 21日～平成 19年 1月 20日）の業績予想につきましては、概ね予定通り順調に推
移しており、平成 18年 2月 15日の平成 18年 1月期決算発表日に公表いたしました上記の計画に対して、
当初計画を達成できると見込んでおります。 

 
 
 

（注）本資料で記述されている業績予想については、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したもの

であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。そのため、様々な要因の変化により、実際

の業績はこれと異なる可能性があることをご承知おきください。 
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【添付資料】 

(1）【第１四半期連結財務諸表】 

①【第１四半期連結貸借対照表】  
（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末

(平成18年4月20日現在) 
前第１四半期連結会計期間末

(平成17年4月20日現在)
   増  減 

前連結会計年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年１月20日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金  額  構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 金  額 構成比

(資産の部)       ％ ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産      

１． 現金及び預金 ※2 8,326 12,755  8,181

２． 売掛金 81 54  60

３． 販売用不動産 ※2 49,831 35,277  48,192

４． 仕掛販売用不動産※2 15,274 16,272  14,664

５． 貯蔵品 233 7  233

６． 前渡金 2,620 2,933  1,688

７． その他 4,112 1,475  2,592

 貸倒引当金 △65 △0  △31

 流動資産合計 80,414 96.0 68,776 95.3 11,637 16.9 75,581 95.7

Ⅱ 固定資産    

１． 有形固定資産 ※1    

(1) 
建 物及び構築物
※2 

1,289 1,395  1,368

(2) 土地  ※2 1,433 1,378  1,477

(3) その他 71 51  69

 有形固定資産合計 2,795 3.3 2,825 3.9 △29 △1.1 2,915 3.7

２． 無形固定資産 67 40  44

 無形固定資産合計 67 0.1 40 0.0 26 66.6 44 0.1

３． 投資その他の資産   

(1) その他 472 556  425

 貸倒引当金 △2 △7  △2

 投資その他の資産合計 469 0.6 548 0.8 △78 △14.3 423 0.5

 固定資産合計 3,332 4.0 3,413 4.7 △81 △2.4 3,383 4.3

 資産合計 83,746 100.0 72,190 100.0 11,556 16.0 78,965 100.0
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末

(平成18年4月20日現在)
前第1四半期連結会計期間末

(平成17年4月20日現在)
増  減 

前連結会計年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年１月20日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 金  額 構成比

(負債の部)        ％ ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金 926 1,184  605

２．短期借入金   ※2 25,920 30,875  22,548

３．一年以内返済予定長期借入金※2 27,530 11,161  18,941

４．一年以内償還予定社債 1,597 533  1,097

５．未払金 1,250 1,661  1,243

６．未払法人税等 574 505  1,654

７．工事保証引当金 165 139  166

８．その他 830 708  639

 流動負債合計 58,795 70.2 46,769 64.8 12,025 25.7 46,896 59.4

Ⅱ 固定負債   

１．社債 2,583 3,430  3,043

２．長期借入金     ※2 7,545 9,413  14,649

３．役員退職慰労引当金 241 225  236

４．その他 455 270  461

 固定負債合計 10,825 12.9 13,339 18.5 △2,514 △18.9 18,390 23.3

 負債合計 69,621 83.1 60,109 83.3 9,511 15.8 65,286 82.7

（少数株主持分）    

   少数株主持分 1 0.0 － － － － － －

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 3,778 4.5 3,778 5.2 － － 3,778 4.8

Ⅱ 資本剰余金 3,640 4.3 3,640 5.0 － － 3,640 4.6

Ⅲ 利益剰余金 7,323 8.7 4,669 6.5 2,654 56.9 6,880 8.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 8 0.0 △5 △0.0      14 △255.1 6 0.0

Ⅴ 自己株式 △628 △0.8 △2 △0.0    △625 － △628 △0.8

 資本合計 14,123 16.9 12,080 16.7 2,043 16.9 13,678 17.3

 
負債、少数株主持分及
び資本合計 

83,746 100.0 72,190 100.0 11,556 16.0 78,965 100.0
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②【第１四半期連結損益計算書】  
（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間
(自 平成18年 1月21日 
至 平成18年 4月20日)

前第1四半期連結会計期間
(自 平成17年 1月21日
至 平成17年 4月20日)

増  減 

前連結会計年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年 1月21日
至  平成18年 1月20日)

期  別 
 
 
科  目 

金  額  百分比 金  額 百分比 金  額 増減率 金  額 百分比

        ％    ％ ％ ％

Ⅰ 売上高 16,081 100.0 12,698 100.0 3,382 26.6 66,338 100.0

Ⅱ 売上原価 12,160 75.6 9,358 73.7 2,801 29.9 50,377 75.9

 売上総利益 3,920 24.4 3,339 26.3 580 17.4 15,960 24.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費※1 2,455 15.3 2,215 17.4 240 10.9 9,997 15.1

 営業利益 1,464 9.1 1,124 8.9 339 30.2 5,963 9.0

Ⅳ 営業外収益     ※2 35 0.2 16 0.1 18 116.1 143 0.2

Ⅴ 営業外費用    ※3 353 2.2 227 1.8 126 55.5 1,247 1.9

 経常利益 1,145 7.1 913 7.2 232 25.5 4,858 7.3

Ⅵ 特別利益      ※4 26 0.2 34 0.3 △8 △24.1 264 0.4

Ⅶ 特別損失       ※5 62 0.4 0 0.0 62 － 9 0.0

 
税金等調整前第1四半期
(当期)純利益 

1,108 6.9 947 7.5 161 17.0 5,114 7.7

 法人税、住民税及び事業税 555 3.5 484 3.8 70 14.6 2,559 3.9

 法人税等調整額   6 0.0 △23 △0.1 29 △128.2 △143 △0.3

 少数株主利益 － － － － － － － －

 第1四半期(当期)純利益 546 3.4 486 3.8 60 12.5 2,697 4.1
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年１月21日 
至 平成18年４月20日） 

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成17年１月21日 
至 平成17年４月20日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社は全て連結しております。  子会社は全て連結しております。 

 連結子会社の数 ５社 連結子会社の数 ３社 

 連結子会社の名称  

㈱プロパティー     

㈱ＹＵＴＯＲＩ債権回収

㈱バリュー・ローン 

㈱バンカー 

やすらぎ共済㈱ 

連結子会社の名称  

㈱プロパティー      

㈱ＹＵＴＯＲＩ債権回収 

㈱バリュー・ローン 

２．持分法の適用に関する事項  該当する事項はありません。  同左 

３．連結子会社の第１四半期決

算日等に関する事項 

 連結子会社の第１四半期決算日は、

第１四半期連結決算日と一致しており

ます。 

 同左 

４．会計処理基準に関する事項   

① 有価証券 ① 有価証券 (1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

  第１四半期連結決算日の市場

価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。 

 同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法によ

っております。 

同左 

 ② デリバティブ ② デリバティブ 

  時価法を採用しております。 同左 

 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

 (1）販売用不動産 (1）販売用不動産 

  個別法による原価法によってお

ります。 

 同左 

 (2）仕掛販売用不動産 (2）仕掛販売用不動産 

  個別法による原価法によってお

ります。 

 同左 

 (3）貯蔵品 (3）貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法に

よっております。 

 同左 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 (2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 定率法 同左 

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除く）

については、定額法によっておりま

す。なお、主な耐用年数は次の通り

であります。 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除く）

については、定額法によっておりま

す。なお、主な耐用年数は次の通り

であります。 

 建物及び構築物 2～43年 建物及び構築物 2～43年 

 その他     3～20年 その他     4～20年 
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項目 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年１月21日 
至 平成18年４月20日） 

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成17年１月21日 
至 平成17年４月20日） 

 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  定額法によっております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

 同左 

 ① 新株発行費 ① 新株発行費 (3）重要な繰延資産の処理

方法  ――― 

  
支出時に全額費用として処理してお

ります。 

   平成17年２月15日付のオーバーアロ

ットメントによる売出しに関連して行

われた第三者割当増資による新株発行

（270,000株）は、引受証券会社が引受

価額で引受けを行い、これを引受価額

と異なる発行価格で一般投資家に販売

するスプレッド方式の買取引受方式に

よっております。スプレッド方式では、

発行価格と引受価額との差額の総額72

百万円が事実上の引受手数料となりま

すので、引受証券会社に対する引受手

数料の支払はありません。このため、

新株発行費に引受手数料は含まれてお

りません。 

 ② 社債発行費 ② 社債発行費 

   支出時に全額費用として処理してお

ります。 

   同左 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 (4）重要な引当金の計上基

準  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

 同左 

 ② 工事保証引当金 ② 工事保証引当金 

  販売済中古住宅に係わる補修費用の

支出に備えるため、売上高に対する補

修見込額を計上しております。 

 同左 

 ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えて、

役員退職慰労金規程に基づく第１四半

期末要支給額を計上しております。 

 同左 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方

法  特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては特例処理を採用しており

ます。 

 ヘッジ会計の要件を満たす金利スワ

ップについて特例処理を採用しており

ます。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 金利スワップ 同左 

  ヘッジ対象 借入金の利息  

 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

  将来の金利上昇リスクをヘッジする

ために変動金利を固定化する目的で、

金利スワップ取引を利用しておりま

す。 

 将来の金利上昇リスクをヘッジする

ために変動金利を固定化する目的で、

金利スワップ取引を利用しているのみ

であり、投機目的の取引は行っており

ません。 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

  特例処理によっているため、有効性

の評価を省略しております。 

 同左 
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項目 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年１月21日 
至 平成18年４月20日） 

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成17年１月21日 
至 平成17年４月20日） 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 (6）その他第１四半期連結

財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 
 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。なお、連結子

会社のうち㈱ＹＵＴＯＲＩ債権回収及び

㈱バリュー・ローンは免税事業者であり

ます。 

控除対象外消費税等は、当第１四半期

連結会計期間の費用として処理しており

ます。 

 

消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

なお、控除対象外消費税等は、当第１

四半期連結会計期間の費用として処理し

ております。 

 

 

 

 

 

 

追加情報 

 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年１月21日 
    至 平成18年４月20日） 

 
前第１四半期連結会計期間 
（自 平成17年１月21日 
    至 平成17年４月20日） 

(―――) 

 

(税金費用) 

 四半期連結会計期間における税金

費用については、前第１四半期連結会

計期間は簡便法により計算しており

ましたが、税金費用をより合理的に算

定するため、当第１四半期連結会計期

間より原則法に変更しております。こ

の変更による影響額は軽微でありま

す。 
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注記事項 

（第１四半期連結貸借対照表関係） 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成18年4月20日現在） 

前第１四半期連結会計期間末 
（平成17年4月20日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は381百万円 

であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は299百万円 

であります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 担保に供している資産は次のとおりであります。
 

預金 458百万円

販売用不動産 4,850 

仕掛販売用不動産 572 

建物及び構築物 669 

土地 918 

計 7,469 
  

   
 

販売用不動産 791百万円

仕掛販売用不動産 294 

建物及び構築物 470 

土地 679 

計 2,235 
 

  

担保付債務は次の通りであります。 担保付債務は次の通りであります。 
 

短期借入金 500百万円

一年以内返済予定 

長期借入金     666 

長期借入金 3,616 

計 4,782 
  

   
 

一年以内返済予定 

長期借入金 433百万円

長期借入金 2,132 

計 2,565 
 

なお、上記の他に短期借入金1,200百万円、一年以内

返済予定長期借入金2,032百万円、長期借入金732百万円

に対して、販売用不動産5,758百万円、建物107百万円 

 土地75百万円を登記留保として提供しております。 

 

 

  ３ 貸出コミットメント契約   ３ 貸出コミットメント契約 

 当社においては運転資金の効率的な調達を行うた

め取引金融機関58社と貸出コミットメント契約を締

結しております。これらの契約に基づく、当第１四

半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

 当社においては運転資金の効率的な調達を行うた

め取引金融機関53社と貸出コミットメント契約を締

結しております。これらの契約に基づく、当第１四

半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 
 

貸出コミットメン

トの総額 39,800百万円

借入実行額 30,500 

差引額 9,300 
  

 
貸出コミットメン

トの総額 25,900百万円

借入実行額 22,600 

差引額 3,300 
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（第１四半期連結損益計算書関係） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年１月21日 
至 平成18年４月20日） 

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成17年１月21日 
至 平成17年４月20日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 
 役員報酬 59百万円

 従業員給与  832 

 賃借料 70 

 租税公課  145 

 減価償却費 13 

 広告宣伝費 722 

 工事保証引当金繰入額 39 

 役員退職慰労引当金繰入額 5 

 旅費交通費 86 

貸倒引当金繰入額 35 
  

 
 役員報酬 56百万円

 従業員給与  637  

 賃借料 78  

 租税公課  127  

 減価償却費 8  

 広告宣伝費 706  

 工事保証引当金繰入額 36  

 役員退職慰労引当金繰入額 4  

 旅費交通費 122  
  

  

※２ 営業外収益の主なもの 

     受取手数料             8百万円 

※２ 営業外収益の主なもの 

受取手数料                       6百万円   

  

※３ 営業外費用の主なもの 

支払利息 241百万円

 シンジケートローン手数料  81 

社債発行費 4  

  
 

※３ 営業外費用の主なもの 

支払利息 207百万円

 シンジケートローン手数料  3 

 新株発行費 3 

  
 

  

※４ 特別利益の主なもの 

    損害保険金受取額                 22百万円

    固定資産売却益                    3百万円

※４ 特別利益の主なもの 

    損害保険金受取額                  0百万円

          固定資産売却益                    34百万円

  

※５ 特別損失の主なもの 

    減損損失                    55百万円 

    固定資産売却損          4百万円 

 

※５ ―――― 
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（リース取引関係） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年1月21日 
至 平成18年4月20日） 

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成17年1月21日 
至 平成17年4月20日） 

リース取引を全く利用しておりませんので、該当事項は

ありません。 

同左 

 

 

（有価証券関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成18年4月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
当第１四半期連結貸借対
照表計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 30 45 14 

(2)債券 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

合計 30 45 14 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

    時価評価されていない有価証券については重要性が乏しいため、連結財務諸表規則第15条の6第2 

項の規定により、記載を省略しております。 

 

 

前第１四半期連結会計期間末（平成17年4月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
前連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 22 21 △0 

(2)債券 ― ― ― 

(3)その他 228 219 △9 

合計 250 241 △9 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

時価評価されていない有価証券については重要性が乏しいため、連結財務諸表規則第15条の6第2 

項の規定により、記載を省略しております。 
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 （デリバティブ取引関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成18年４月20日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

区分 種類 
契約額等

(百万円)

契約額等の

内１年超

（百万円）

時価 

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取

引以外

の取引 

金利キャップ取引 
2,000

(38)
1,700 11 △26

市場取

引以外

の取引 

金利スワップ取引 316 316 △3 △3

合計 2,316 2,016 8 △29

(注)１．時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．（ ）内の金額は、オプション料であります。 

３．特例処理によっている金利スワップ取引については、開示の対象から除いております。 

 

 

前第１四半期連結会計期間末（平成17年４月20日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

区分 種類 
契約額等

(百万円)

契約額等の

内１年超

（百万円）

時価 

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取

引以外

の取引 

金利キャップ取引 
1,000

(22)
1,000 0 △21

合計 1,000 1,000 0 △21

 (注)１．時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２．（ ）内の金額は、オプション料であります。 

３．当第１四半期連結会計期間末の評価損21百万円は当第１四半期連結会計期間末までの累計額で

あり、当第１四半期連結会計期間の評価損は0百万円であります。 
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（１株当たり情報） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年１月21日 
至 平成18年４月20日） 

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成17年１月21日 
至 平成17年４月20日） 

 
１株当たり純資産額 678.59円

１株当たり第1四半期純利益金額 26.28円
 

 
１株当たり純資産額 574.59円

１株当たり第1四半期純利益金額 23.20円
  

潜在株式調整後１株当たり 

第１四半期純利益金額          26.25円 

 (注) 潜在株式調整後１株当たり第１四半期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

  

（注） １株当たり当第１四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり第１四半期純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年１月21日 
 至 平成18年４月20日） 

第１四半期連結会計期間 
（自 平成17年１月21日 
 至 平成17年４月20日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 546 486 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 546 486 

期中平均株式数（株） 20,813,510 20,950,000 

   

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益調整額（百万円） － － 

  普通株式増加数（株） 26,148 － 

  （うち新株予約権） （26,148） － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 

 

──── 

 

 

──── 
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（重要な後発事象） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成18年１月21日 
至 平成18年４月20日） 

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成17年１月21日 
至 平成17年４月20日） 

（新株予約権発行の件）   ――― 

当社は、平成18年４月21日開催の取締役会において、当

社第28期定時株主総会で承認されました「ストックオプ

ションとして新株予約権を発行する件」について、具体的

な発行内容を下記のとおり決議いたしました。 

１．新株予約権の発行日    平成18年４月29日 

２．新株予約権の発行数               1,235個 

      (新株予約権1個につき当社普通株式100株) 

３．新株予約権の発行価額        無償 

４．新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

     当社普通株式123,500株 

５．新株予約権の行使に際しての払込金額 

          1株につき3,963円 

６．新株予約権の行使により発行する株式の発行 

価額の総額           489,430,500円 

７. 新株予約権の行使期間             

平成 19 年５月 1日から平成 20 年４月 30 日まで 

８．新株予約権の行使により新株を発行する 

場合の発行価額のうち資本に組入れない額 

  1株につき1,981円 

９．新株予約権の割当対象者数 

当社ならびに当社子会社の役職員及び社外協力者 

                  合計281名 

（ご参考） 

・ 定時株主総会付議のための取締役会 

    平成18年３月15日 

・ 定時株主総会の決議日 

                          平成18年４月14日 
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【添付資料】 

(1）【第1四半期財務諸表】 

①【第1四半期貸借対照表】  
（単位：百万円）

当第1四半期会計期間末 
(平成18年4月20日現在) 

前第1四半期会計期間末
(平成17年4月20日現在)

   増  減 
前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年１月20日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金  額  構成比 金  額 構成比 金  額 増減率 金  額 構成比

(資産の部)       ％ ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産      

１． 現金及び預金  6,337 11,209  6,882

２． 売掛金 3 4  3

３． 販売用不動産 35,188 23,250  33,310

４． 仕掛販売用不動産※2 15,274 16,272  14,664

５． 貯蔵品 7 7  7

６． 前渡金 2,591 2,714  1,673

７． 関係会社貸付金 7,530 8,092  4,371

８． その他 1,237 863  977

 貸倒引当金 △0 △0  △1

 流動資産合計 68,170 95.8 62,414 95.8 5,756 9.2 61,890 95.5

Ⅱ 固定資産   

１． 有形固定資産 ※1   

(1) 土地  ※2 1,010 778  1,032

(2) その他※2 904 795  938

 有形固定資産合計 1,915 2.7 1,574 2.4 341 21.7 1,971 3.0

２． 無形固定資産 64 39  42

 無形固定資産合計 64 0.1 39 0.1 25 65.4 42 0.1

３． 投資その他の資産   

(1) 関係会社株式 628 610  610

(2) その他 348 518  304

 貸倒引当金 △2 △7  △2

 投資その他の資産合計 973 1.4 1,120 1.7 △146 △13.1 912 1.4

 固定資産合計 2,954 4.2 2,733 4.2 220 8.1 2,925 4.5

 資産合計 71,124 100.0 65,148 100.0 5,976 9.2 64,816 100.0
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（単位：百万円）

当第1四半期会計期間末
(平成18年4月20日現在) 

前第1四半期会計期間末
(平成17年4月20日現在)

   増  減 
前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年1月20日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金  額  構成比 金  額  構成比 金  額 増減率 金  額 構成比

(負債の部)        ％ ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金 926 1,184  605

２．短期借入金   ※2 20,987 28,875  18,438

３．一年以内返済予定長期借入金※2 24,955 10,968  15,397

４．一年以内償還予定社債 1,584 520  1,084

５．未払金 1,209 1,402  1,170

６．未払法人税等 519 435  1,191

７．工事保証引当金 165 139  166

８．その他 843 638  707

 流動負債合計 51,191 72.0 44,164 67.8 7,027 15.9 38,761 59.8

Ⅱ 固定負債   

１．社債 2,486 3,320  2,946

２．長期借入金     ※2 3,663 5,396  9,743

３．役員退職慰労引当金 241 225  236

４．その他 43 30  43

 固定負債合計 6,434 9.0 8,972 13.8 △2,537 △28.3 12,969 20.0

 負債合計 57,626 81.0 53,136 81.6 4,489 8.5 51,730 79.8

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 3,778 5.3 3,778 5.8 ― ― 3,778 5.9

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金 3,640 3,640  3,640

 資本剰余金合計 3,640 5.1 3,640 5.6 ― ― 3,640 5.6

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金 22 22   22

２．任意積立金 152 152   152

３．第1四半期(当期)未処分利益 6,523 4,425  6,113

 利益剰余金合計 6,698 9.4 4,600 7.0 2,097 45.6 6,288 9.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 8 0.0 △5 △0.0 14 △255.1 6 0.0

Ⅴ 自己株式 △628 △0.8 △2 △0.0 △625 ― △628 △1.0

 資本合計 13,498 19.0 12,012 18.4 1,486 12.4 13,085 20.2

 負債・資本合計 71,124 100.0 65,148 100.0 5,976 9.2 64,816 100.0



 
 

5 

②【第1四半期損益計算書】  
（単位：百万円）

当第1四半期会計期間 
(自 平成18年１月21日
至 平成18年４月20日)

前第1四半期会計期間
(自 平成17年１月21日
至 平成17年４月20日)

増  減 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年１月21日
至  平成18年１月20日)

期  別 
 
 
科  目 

金  額  百分比 金  額 百分比 金  額 増減率 金  額 百分比

        ％    ％ ％ ％

Ⅰ 売上高 14,221 100.0 12,324 100.0 1,897 15.4 60,131 100.0

Ⅱ 売上原価 10,702 75.3 9,169 74.4 1,533 16.7 45,955 76.4

 売上総利益 3,519 24.7 3,155 25.6 363 11.5 14,176 23.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費※1 2,329 16.3 2,153 17.5 176 8.2 9,611 16.0

 営業利益 1,190 8.4 1,002 8.1 187 18.7 4,564 7.6

Ⅳ 営業外収益     ※2 107 0.8 62 0.5 44 71.2 489 0.8

Ⅴ 営業外費用    ※3  273 2.0 202 1.6 70 34.9 1,008 1.7

 経常利益 1,024 7.2 862 7.0 161 18.8 4,046 6.7

Ⅵ 特別利益      ※4  22 0.2 0 0.0 22 － 101 0.2

Ⅶ 特別損失       ※5 39 0.3 0 0.0 39 － 0 0.0

 税引前第1四半期(当期)純利益 1,007 7.1 862 7.0 145 16.8 4,147 6.9

 法人税、住民税及び事業税 510 3.6 422 3.4 88 20.9 2,061 3.4

 法人税等調整額    △17 △0.1 △1 △0.0 △15 804.2 △44 △0.0

 第1四半期(当期)純利益 514 3.6 442 3.6 72 16.4 2,129 3.5

 前期繰越利益 6,009 3,983 2,025  3,983

 
第1四半期（当期)未処
分利益 

6,523 4,425 2,097  6,113
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四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
項目 

当第１四半期会計期間 
（自 平成18年１月21日 
至 平成18年４月20日） 

前第１四半期会計期間 
（自 平成17年１月21日 
至 平成17年４月20日） 

１．資産の評価基準及び

評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

第１四半期末の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定）によっ

ております。 

 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

(2)デリバティブ 

時価法を採用しておりま

す。 

(3)たな卸資産 

①販売用不動産 

個別法による原価法によっ

ております。 

②仕掛販売用不動産 

個別法による原価法によっ

ております。 

 ③貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法によっております。 

 (1)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

 同左 

 

(2)デリバティブ 

同左 

 

(3)たな卸資産 

①販売用不動産 

同左 

 

②仕掛販売用不動産 

同左 

 

③貯蔵品 

同左 

 

２．固定資産の減価償却

の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物付

属設備を除く）については、

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次の

通りであります。 

建物及び構築物・4～38年

その他・・・・・3～20年

 

(2）無形固定資産 

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。 

(1）有形固定資産 

同左 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物付

属設備を除く）については、

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次の

通りであります。 

建物及び構築物・4～38年 

その他・・・・・4～20年 

 

(2）無形固定資産 

同左 
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項目 

 
当第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月21日 
至 平成18年４月20日) 

 
前第１四半期会計期間 
(自 平成17年１月21日 
至 平成17年４月20日) 

３．繰延資産の処理方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．引当金の計上基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1）新株発行費 

   ――― 

   

 

 

(2）社債発行費 

支出時に全額費用として 

処理しております。 

 

 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

 

(2)工事保証引当金 

    販売済中古住宅に係わる

補修費用の支出に備えるた

め、売上高に対する補修見

込額を計上しております。

(1）新株発行費 

支出時に全額費用として 

処理しております。 

平成17年２月15日付のオー

バーアロットメントによる売

出しに関連して行われた第三

者割当増資による新株発行

（270,000株）は、引受証券

会社が引受価額で引受けを行

い、これを引受価額と異なる

発行価格で一般投資家に販売

するスプレッド方式の買取引

受方式によっております。ス

プレッド方式では、発行価格

と引受価額との差額の総額72

百万円が事実上の引受手数料

となりますので、引受証券会

社に対する引受手数料の支払

はありません。このため、新

株発行費に引受手数料は含ま

れておりません。 

(2）―――― 

 

 

 

 

(1）貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

(2)工事保証引当金 

   同左 
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項目 

 
当第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月21日 
至 平成18年４月20日) 

 
前第１四半期会計期間 
(自 平成17年１月21日 
至 平成17年４月20日) 

 

 

 

 

 

 

 

５.ヘッジ会計の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．その他第１四半期財務 

諸表作成のため基本と

なる重要な事項 

(3)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えて、役員退職慰労金規程に基

づく第１四半期末要支給額を計

上しております。 

 

 

(1）ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利

スワップについては特例処理を

採用しております。 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金の利息 

 

(3) ヘッジ方針 

将来の金利上昇リスクをヘッ

ジするために変動金利を固定化

する目的で、金利スワップ取引

を利用しております。 

 

 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理によっているため、

有効性の評価を省略しておりま

す。 

 

消費税等の会計処理について 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

なお、控除対象外消費税等は 

当第１四半期会計期間の費用とし

て処理しております。 

また、仮払消費税等及び仮受消 

費税等は、相殺の上、流動資産の

その他に含めて表示しておりま

す。 

(3)役員退職慰労引当金 

同左 

 

 

 

 

 

(1）ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす

金利スワップについて特例処

理を採用しております。 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 

(3) ヘッジ方針 

将来の金利上昇リスクを

ヘッジするために変動金利を

固定化する目的で、金利ス

ワップ取引を利用しているの

みであり、投機目的の取引は

行っておりません。 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 

 

 

消費税等の会計処理について 

   同左 
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追加情報 

 
当第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月21日 
  至 平成18年４月20日) 

 
前第１四半期会計期間 
(自 平成17年１月21日 
  至 平成17年４月20日) 

(―――) 

 

(税金費用) 

 四半期会計期間における税金費用

については、前第１四半期会計期間

は簡便法により計算しておりました

が、税金費用をより合理的に算定す

るため、当第１四半期会計期間より

原則法に変更しております。この変

更による影響額は軽微であります。 
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注記事項 

（第１四半期貸借対照表関係）  

    期  別 
 

 
項  目 

 
当第１四半期会計期間末 
(平成18年4月20日現在) 

 
前第１四半期会計期間末 
(平成17年4月20日現在) 

※１有形固定資産の減

価償却累計額 
333百万円 269百万円 

   

※２担保資産及び担保

付債務 

担保に供している資産は次の通

りであります。 

仕掛販売用不動産       572百万円

土地              741 

有形固定資産のその他      415    

  計       1,729 

担保付債務は次の通りであり

ます。 

短期借入金          500百万円

一年以内返済予定    

長期借入金       189 

長期借入金       534 

   計          1,223 

担保に供している資産は次の通

りであります。 

仕掛販売用不動産       294百万円 

土地              529 

有形固定資産のその他      339    

  計       1,163 

担保付債務は次の通りであり

ます。 

 

一年以内返済予定    

長期借入金       240百万円 

長期借入金       751 

   計            992 

３貸出コミットメン

ト契約 

当社においては運転資金の効率的

な調達を行うため取引金融機関58

社と貸出コミットメント契約を締

結しております。これらの契約に

基づく、当第１四半期会計期間末

の借入末実行残高は次のとおりで

あります。 

当社においては運転資金の効率的

な調達を行うため取引金融機関53

社と貸出コミットメント契約を締

結しております。これらの契約に

基づく、当第１四半期会計期間末

の借入末実行残高は次のとおりで

あります。 

 貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄの総額 39,800百万円 貸出ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄの総額   25,900百万円 

 借 入 実 行 額   30,500      借 入 実 行 額    22,600      

   差引額     9,300   差引額      3,300 

４保証債務 子会社の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っており

ます。 

㈱プロパティー 11,090百万円 

 

 子会社の社債発行に対し、債

務保証を行っております。 

㈱プロパティー   110百万円

 

子会社のデリバティブ取引

（金利スワップ）に対し、債務

保証を行っております。 

㈱プロパティー 

契約額等  316百万円 

評価損益  △3百万円 

子会社の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っており

ます。 

㈱プロパティー  6,209百万円 

 

 子会社の社債発行に対し、債

務保証を行っております。 

㈱プロパティー   123百万円 
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（第１四半期損益計算書関係） (単位:百万円)

    期  別 
 

 
項  目 

 
当第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月21日 
  至 平成18年４月20日)

 
前第１四半期会計期間 
(自 平成17年１月21日 
 至 平成17年４月20日) 

※１販売費及び一般管理 

費の主なもの 

 

 

 役 員 報 酬     46 役 員 報 酬        52 

 従 業 員 給 与     804 従 業 員 給 与        615 

 賃 借 料      69 賃 借 料         74 

 租 税 公 課     134 租 税 公 課        121 

 減 価 償 却 費     12 減 価 償 却 費         8 

 広 告 宣 伝 費     707 広 告 宣 伝 費        701 

  工事保証引当金繰入額     39 工事保証引当金繰入額        36 

 役員退職慰労引当金繰入額       5 役員退職慰労引当金繰入額          4 

 旅 費 交 通 費      79 旅 費 交 通 費        112 

   

※２営業外収益の主なもの 受 取 利 息     33 受 取 利 息       43 

 関 係 会 社 債 務 保 証 料   42  

   

※３営業外費用の主なもの 支 払 利 息    181 

シンジケートローン      63 

手数料 

社 債 発 行 費       4 

支 払 利 息       176 

シンジケートローン          3 

手数料 

新 株 発 行 費          3 

   

※４特別利益の主なもの 損害保険金受取額      22 

 

損害保険金受取額        0 

※５特別損失の主なもの 

     

減損損失       39 

                    

――― 

 

６減価償却実施額 有 形 固 定 資 産       20 有 形 固 定 資 産         15 

 無 形 固 定 資 産        1 無 形 固 定 資 産          1 

   

（リース取引関係）  

 
当第１四半期会計期間 
(自 平成18年１月21日 
  至 平成18年４月20日) 

 
前第１四半期会計期間 
(自 平成17年１月21日 
  至 平成17年４月20日) 

 

当社はリース取引を全く利用しておりませ

んので、該当事項はありません。 
同左  

 

 

（有価証券関係） 

前第１四半期会計期間（自平成17年1月21日 至平成17年4月20日）及び当第１四半期会計期間（自平成18年1

月21日 至平成18年4月20日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 
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（１株当たり情報） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成18年１月21日 
至 平成18年４月20日） 

前第１四半期会計期間 
（自 平成17年１月21日 
至 平成17年４月20日） 

  

１株当たり純資産額 648.56円

１株当たり第1四半期
純利益金額 

24.73円

  

  

１株当たり純資産額 571.35円

１株当たり第1四半期
純利益金額 

21.11円

  
潜在株式調整後１株当 

たり第１四半期純利益    24.70円 

 

注）潜在株式調整後１株当たり第１四半 

期純利益については、潜在株式が存 

在しないため記載しておりません。 

  

 

（注） １株当たり当第１四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり第１四半期純利益金額の算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第１四半期会計期間 
（自 平成18年１月21日 
 至 平成18年４月20日） 

第１四半期会計期間 
（自 平成17年１月21日 
 至 平成17年４月20日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 514 442 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 514 442 

期中平均株式数（株） 20,813,510 20,950,000 

   

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益調整額（百万円） － － 

  普通株式増加数（株） 26,148 － 

  （うち新株予約権） （26,148） － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 

 

──── 

 

 

──── 
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（重要な後発事象） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成18年１月21日 
至 平成18年４月20日） 

前第１四半期会計期間 
（自 平成17年１月21日 
至 平成17年４月20日） 

（新株予約権発行の件）   ――― 

当社は、平成18年４月21日開催の取締役会において、当

社第28期定時株主総会で承認されました「ストックオプ

ションとして新株予約権を発行する件」について、具体的

な発行内容を下記のとおり決議いたしました。 

１．新株予約権の発行日    平成18年４月29日 

２．新株予約権の発行数               1,235個 

      (新株予約権1個につき当社普通株式100株) 

３．新株予約権の発行価額        無償 

４．新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

     当社普通株式123,500株 

５．新株予約権の行使に際しての払込金額 

          1株につき3,963円 

６．新株予約権の行使により発行する株式の発行 

価額の総額           489,430,500円 

７. 新株予約権の行使期間             

平成 19 年５月１日から平成 20 年４月 30 日まで 

８．新株予約権の行使により新株を発行する 

場合の発行価額のうち資本に組入れない額 

  1株につき1,981円 

９．新株予約権の割当対象者数 

当社ならびに当社子会社の役職員及び社外協力者 

                  合計281名 

（ご参考） 

・ 定時株主総会付議のための取締役会 

    平成18年３月15日 

・ 定時株主総会の決議日    

                          平成18年４月14日 

 

 

 

 


